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地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の
割合（%）
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達成状況
（達成率は初期値から目標値までの進捗割合を示したもの）

達成度
達成率

目標指標の種類

A
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(令和2年度) (令和4年度)

D
2.6%

進捗割合型I

12,500,818千円30,794,179千円
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自主防災組織の組織率（%）
83.1% 83.2%

100.0%
進捗割合型I

124
（❶）

（設定年度） （測定年度） (令和６年度）

女性防災リーダー養成者数（宮城県防災指導員（登
録辞退者等を除く）（人）［累計］

856人 1,350人
1,350人

目標指標
初期値 実績値 目標値

施策番号 17 施策名

評価対象年度 令和４年度 政策
世代を超えて安全で信頼
のある強くしなやかな県
土をつくる

県事業費

施策担当
課室

防災推進課

施策評価シート

大規模化・多様化する災害への対策の強化

目指す
宮城の姿
(施策目標）

実現に向け
た方向性

決算（見込）額
（千円）

年度

➊震災の記憶・教訓や復興のあゆみが国内外へ広く伝わるとともに、後世へ伝承されることで、県内の行政・
防災関係機関の災害対応力や地域づくりを通じた人と人の結びつきの充実が図られ、｢自らの身の安全は
自らが守る」という意識が県民一人ひとりに定着し、防災・減災に対しての「知識・技術・行動」が身に付いて
います。
➋大規模災害に対し、防災・減災機能を備えた県土整備が全域で着実に進んでいるとともに、自治体間との
連携の下、防災情報や災害情報が的確に住民へ提供され、ハード・ソフトが一体となった備えが図られてい
ます。

◇震災の記憶の風化を防止するため、震災関連資料の保存・公開等の取組を進めるとともに、行政等におけ
る防災担当職員の育成・訓練・協力体制の強化による災害対応力の向上を図ります。
◇求められる多様な支援や次世代を見据えながら、企業や地域において女性や若者も含めた防災リーダー
の育成を推進し、防災活動の中心となる自主防災組織の活性化を図り、持続可能な地域防災の体制を促進
します。
◇震災の記憶・教訓の伝承や多くの県民の防災訓練の参加促進等により「自ら命を守る行動」を実行でき
るなど、県民の防災意識の向上を図ります。
◇震災の教訓を踏まえ、防災教育の充実や地域と連携した学校防災体制の構築を図ります。
◇大規模・多様化する自然災害に備え、森林や農山漁村等の持つ防災・減災機能を発揮させるとともに、洪
水・土砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備を推進し、また、地域における災害リスクの共有や見やすく
正確な災害情報の提供体制と、関係自治体や自衛隊等の実働機関、事業者等と連携した防災体制の充実
を図ります。

令和６年度
（決算(見込)額）

令和５年度
（決算(見込)額）

令和４年度
（決算(見込)額）

令和３年度
（決算額）

【進捗割合型】　A：達成率50％以上  　 　B：達成率４０％以上～５０％未満　  　C：達成率3０％以上～４０％未満　　D：達成率3０％未満■達成度

38.1%
(令和4年度)

641箇所

A

A

D

53.8%
進捗割合型I

50.0%
進捗割合型I

4.0%
進捗割合型I

【現状維持型】　A：達成率100％以上　　 B：達成率８０％以上～１００％未満　　C：達成率6０％以上～８０％未満　　D：達成率6０％未満

37.4%

(令和４年度)
8,423箇所

127
（❷）

128
（❷）

129
（❷）

130
（❷）

河川整備率（%）

土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数
（箇所）［累計］
土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数
（箇所）［累計］

緊急輸送道路の橋梁耐震化率（%）［累計］
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施策目標に対す
る成果の検証

・津波防災シンポジウムの参加者数が減少傾向にあり、防災
意識の低下が懸念される。
・自主防災組織の組織率向上を図るため、地域防災リーダー
の実践力向上、関係機関との連携強化が必要である。
・実態調査でのBCP策定率は、前回（令和元年度）に比べ上
昇したが、39.3％と未だ低い状況である。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、学校と地域が連
携した避難訓練の機会が持ちにくい状況にある。
・自然災害の頻発化により、治山対策の必要箇所が増加傾
向にあり、今後も荒廃山地の状況把握と対策が求められる。
・約7割の農業水利施設で標準耐用年数を超過しており、計
画的かつ効率的な整備・長寿命化を進める必要がある。
・気候変動による大雨の頻発化に伴い、災害対応等が増加
しており、河川改修等の予算が不足する可能性がある。
・土砂災害の恐れのある箇所（土砂災害警戒区域等）全て
に施設を整備することが難しいことから、施設整備に関する
優先度の整理や、施設整備に依らない人的被害の防止が課
題である。

・開催市町村との連携により参加者の増加につなげ、防災意
識の向上を図る。
・防災アドバイザーを派遣し、地域の課題・取組状況に応じた
支援を行うことにより、自主防災活動の推進を図る。
・今後もセミナー及びみやぎ出前講座を実施し、BCPの普及
啓発・取組促進に取り組む。
・学校防災アドバイザーの派遣継続や協力校の先進事例周
知により、地域住民と連携した避難訓練の実施を支援する。
・危険地区の指定や危険度の再評価を実施し、効果的な治
山対策のための事業計画を編成する。
・施設の更新等の抜本的な対策と、機能の維持を図るための
定期的な維持補修対策を総合的に進める。
・国への要望を継続すると共に、緊急浚渫推進事業債や緊
急自然災害防止対策事業債等を活用し、予算を確保する。
・指定避難所や要配慮者利用施設等を保全する施設を優先
的に整備すると共に、砂防総合情報システムの活用等によ
り、ハード・ソフトを組み合わせたより実効性の高い土砂災害
対策を実施する。

3位41.7%⑤災害に備えた防災体制の充実

県民
意識

本政策において
優先すべきと思う

テーマ

①東日本大震災の経験を生かした災害対応力向上 62.1% 1位
2位44.9%②地域防災体制の活性化

成果の検証を踏まえた評価原案 概ね順調

➋橋梁の耐震化や河川整備が順調に進み、インフラ設備の改修、森林や農山漁村等
の防災対策、情報システムを活用した警戒情報の提供等にも取り組んだほか、達成
率に遅れが見られるソフト対策も必要箇所の把握や効率的手法の検討が進む等、災
害に備えた防災体制の整備が進展したことから、総合的に「概ね順調」と評価した。

施策を推進する上での課題と対応方針

施策の課題 課題解決に向けた対応方針

概ね順調

　【評価のまとめ】
　コロナ禍の影響により、地域との連携が不可欠な一部の目標指標の達成率に遅れが見られるが、女性
防災リーダーの養成、橋梁の耐震化、河川整備に加え、地域・学校への防災アドバイザー派遣、インフラ
設備の改修、森林や農山漁村等の防災対策等の取組により、災害対応力向上や地域防災体制の活性
化に着実な進展が見られることから、総合的に本施策を「概ね順調」と評価した。

➊女性や若者を含む防災リーダーの養成が順調に進んだほか、地域・学校への防災
アドバイザー派遣や中小企業へのBCP策定支援等を通じ、県民が重視する地域の災
害対応力向上が図られたものの、コロナ禍での活動機会の限定により、達成率の進
捗には一部に遅れが見られたことから、総合的に「やや遅れている」と評価した。

やや遅れている

施策の成果の検証

目指す宮城の姿の項目ごとに対する評価

❶
関
連

❷
関
連

施
策
の
成
果

◇「世界津波の日」に津波防災シンポジウムを開催し、津波防災に係る意識啓発を図った（参加者約80名）。
◇新任校長及び新規採用教職員に対し、震災遺構を活用した研修を実施し、防災の知識・技能向上を図った。
◇セミナーや個別相談会等の開催により、中小企業のBCP策定を支援した。（参加企業数延べ60社）
◇県内の高校生114人を「みやぎ防災ジュニアリーダー」に認定し、将来の地域防災活動の担い手を養成した。
◇防災指導員養成講習とフォローアップ講習を計31回開催し、宮城県防災指導員の養成と資質向上を図った。
◇学校防災アドバイザーを37回派遣し、地域ぐるみでの新たな学校防災体制づくり等に取り組んだ。

◇52箇所で山腹崩壊地や荒廃渓流等の復旧整備に着手し、山地災害の拡大リスク軽減を図った。
◇農業水利施設43箇所の整備・長寿命化対策を実施し、農地等の湛水被害の防止・軽減を図った。
◇除草、堆積土砂撤去、支障木伐採を集中的に実施し、管理河川（325河川）の適正な管理に努めた。
◇重要施設や災害時要配慮者利用施設等を土砂災害から保全するため、砂防堰堤１1箇所の整備を実施した。
◇３箇所の橋梁耐震化を完成させ、大規模地震時の主要幹線道路の安全等を確保した。
◇関係機関の防災対策や県民の防災意識向上に資するため、第５次地震被害想定調査の中間報告書を公開した。

④防災教育の充実 29.7% 5位
③県民の防災意識の向上 29.7% 5位
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算(見込)額

(千円)
事業概要 第５次地震被害想定調査

事業実績 県防災会議地震対策等専門部会(計3回)から専門的指導・
助言を受けながら調査を進めた。調査完了は令和5年度を
予定しており、防災対策の推進や県民の防災意識向上を図
る。

事業概要 養成講習、フォローアップ講習の開催、アドバイザーの派遣

事業実績 防災指導員養成講習及びフォローアップ講習（計31回）に
よる防災指導員の養成とスキルアップ、防災実践力向上の
ためのアドバイザー派遣（4市町）等を通じ、地域防災力の
向上につながった。

事業概要 女性の視点を取り入れた地域防災体制の構築を図るモデル
事業等

事業概要 ＢＣＰ普及啓発、策定支援等 

事業実績 BCP普及啓発のため、普及啓発セミナー1回(35社54人参 
加)、BCP策定セミナー（12社16人参加）、個別相談会（4 
社5人参加）、BCP訓練セミナー（9社12人参加）、みやぎ 
出前講座（1回）を実施。 

事業実績 事業実施市町村及びモデル地区へのアドバイザー派遣、
ワークショップ等の開催（計8回）により、地域の防災活動に
おける男女共同参画の推進を支援した。

事業概要 農業水利施設の整備・長寿命化

事業実績 農業水利施設の整備・長寿命化対策を43施設で実施した。
農地のほか、市街地や集落の湛水被害を防止・軽減させる
農業用排水機場等の適正な機能発揮につながった。

事業概要 農業用排水施設の改修及び農業用河川工作物等の整備

事業実績 国土強靭化として位置付けられている排水機場整備等３地
区と、来年度の補修整備に向けて３地区で実施設計を行っ
た。また、老朽化し不要となった堰の撤去１地区を実施し、湛
水被害と河川災害の防止に寄与した。

事業概要 防波堤改良工事等

事業実績 泊漁港の防波堤改良について、消波工を31.0ｍ延伸した。
事業については、令和6年度には整備が完了する予定であ
る。漁港施設の機能を強化することで、施設利用の安全性向
上が図られた。

事業概要 荒廃山地復旧等

事業実績 令和元年東日本台風で荒廃した山地を中心に、52箇所に
おいて山腹崩壊地や荒廃渓流などの復旧整備に着手し、山
地災害の拡大リスク軽減を図った。

事業概要 落石等の危険箇所の法面対策等

事業実績 落石等の危険箇所18箇所の法面対策等を実施したことで、
道路利用者の安全性向上につながった。

事業概要 橋梁長寿命化計画による橋梁補修

事業実績 橋梁長寿命化計画に基づき66箇所の橋梁補修が完成した
ことで、橋梁の急速な老朽化に対応するとともに、長期に渡
る道路施設の機能発揮につながった。

推進事業一覧シート

大規模化・多様化する災害への対策の強化

事業概要及び実績

1
地震被害想定調査
事業

復興・危機
管理部

防災推進課 18,033

3
女性に優しい防災
推進事業

復興・危機
管理部

防災推進課 1,928

2
地域防災リーダー
育成等推進事業

復興・危機
管理部

防災推進課 15,612

5 水利施設整備事業 農政部 農村整備課 1,565,596

4
中小企業BCP策
定支援事業

経済商工観
光部

中小企業支
援室

62

7
漁港施設機能強化
事業

水産林政部
漁港整備推
進室

1,061,302

6 農地防災事業 農政部
農村防災対
策室

121,832

9 災害防除事業 土木部 道路課 141,097

8 治山事業 水産林政部 森林整備課 520,923

10 橋梁長寿命化事業 土木部 道路課 637,352
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算(見込)額

(千円)
事業概要及び実績

事業概要 主要幹線道路等の橋梁耐震化

事業実績 橋梁耐震化計画に基づき3箇所の橋梁耐震化が完成したこ
とで、大規模地震時における主要幹線道路の安全確保や避
難路の確保につながった。

事業概要 ダム管理施設・設備の更新・機能向上

事業実績 上大沢ダム外10ダムのダム設備改良工事を実施し、ダム設
備の老朽化対策及び機能回復が図られた。

事業概要 ダム建設

事業実績 川内沢ダム本体工事の一部及びダム建設に伴い必要となる
付替道路工事を実施し、事業の進捗が図られた。

事業概要 築堤、護岸等

事業実績 管理河川（325河川）を適正に管理するとともに、堤防除
草、堆積土砂撤去、支障木伐採を集中的に実施した。

事業概要 河川改修等

事業実績 築堤・護岸工事等の改修や河道掘削を行い、河道断面の確
保による浸水対策を推進した。

事業概要 津波防災意識啓発等

事業実績 「世界津波の日」である令和４年１１月５日に、亘理町で津
波防災シンポジウムを開催した。当日は約８０名の方々にご
参加いただき、新たな震災伝承の取組みについて、一緒に考
える機会となった。

事業概要 砂防事業等

事業実績 土砂災害のおそれのある箇所において、防災上重要施設
や、災害時要配慮者利用施設等を土砂災害から保全するた
め、砂防堰堤１1箇所の整備等を実施した。

事業概要 砂防施設等の緊急改築事業

事業実績 砂防堰堤等の老朽化対策として、昭和５２年以前の技術基
準で整備された砂防堰堤１１箇所の改築工事を実施し、１箇
所で事業完了した。

事業概要 海岸の管理運営

事業実績 陸閘・水門の適切な維持管理のための保守点検（８３箇所）
及び海岸パトロールを実施したことで、現況機能の把握が可
能となり、計画的な管理・運営体制の強化が図られた。

事業概要 広域防災拠点の整備

事業実績 広域防災拠点の本格着工の前提となる仙台貨物ターミナル
駅移転工事の促進を図るため、関係機関協議等の支援を実
施した。

11 橋梁耐震化事業 土木部 道路課 29,376

13
河川総合開発事業
（ダム）（建設）

土木部 河川課 1,596,675

12
河川総合開発事業
（ダム）（管理）

土木部 河川課 29,872

15 河川改修事業 土木部 河川課 764,876

14 河川維持事業 土木部 河川課 2,174,133

17 砂防事業 土木部 防災砂防課 304,806

16
津波対策強化推進
事業

土木部 防災砂防課 0

19
海岸改修事業（港
湾）

土木部 港湾課 194,154

18
砂防設備等緊急改
築事業

土木部 防災砂防課 28,540

20
広域防災拠点整備
事業（宮城野原公
園）

土木部 都市計画課 565,818
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算(見込)額

(千円)
事業概要及び実績

事業概要 木造住宅の耐震診断・改修への助成等

事業実績 木造住宅の耐震診断補助を４３２件、耐震改修補助を１０９
件実施したことで、木造住宅の耐震化が図られた。

事業概要 危険性の高いブロック塀等の除却への助成

事業実績 　平成３０年に県等が実施した実態調査で危険と判定された
ブロック塀等の除却に対して、令和４年度は２２１件の補助を
実施し、スクールゾーン内の通学路の安全性の確保を図っ
た。

事業概要 水道構造物の耐震化

事業実績 伸縮可とう管2箇所の耐震化を実施した。今後耐震化が必
要な20箇所について、令和10年度までに工事を完了する
予定である。

事業概要 水道構造物の耐震化

事業実績 耐震化が必要な水管橋44橋すべての耐震化・通水が完了
した。

事業概要 水道構造物の耐震化

事業実績 耐震化が必要な伸縮可とう管106箇所のうち、90箇所が完
了した。このうち、R4年度の完成は3箇所である。残りの16
カ所については、R10年度までの完了を予定している。

事業概要 被災地訪問型の教職員研修

事業実績 新任校長89人を対象に、旧石巻市立大川小学校等で研修
を実施し、管理職としての資質や能力の向上を図った。また、
新規採用教職員523人を対象に震災遺構を活用した研修
会を実施し、防災に関する知識・技能の習得が図られた。

事業概要 防災主任・安全担当主幹教諭の配置

事業実績 防災意識の向上や災害対応力の強化を図るため、防災主
任を465人配置したほか、安全担当主幹教諭を78人配置
した。また、学校と地域の連携による避難訓練等実効性のあ
る取り組みが地域ぐるみで展開されている。

事業概要 市町村立小中学校の防災機能強化への助成

事業実績 市町村が行う学校施設の防災対策事業に補助し５市町７校
において防災機能の強化が図られた。

事業概要 地域と連携した学校防災体制構築の推進

事業実績 学校防災の相談窓口を設置し、大学等の学識者をアドバイ
ザーとして37回派遣した。また、実践研究校における地域ぐ
るみでの新たな学校防災体制構築に係る取組により、各学
校での学校防災の推進が図られた。

事業概要 県内高校生の防災ジュニアリーダーの養成

事業実績 県内の高校生114人を「みやぎ防災ジュニアリーダー」に認
定した。また、申請に基づき、既に認定されている1名を除く
全員が「宮城県防災指導員」として認定されたことで、将来
の地域防災活動の担い手育成が図られた。

21
木造住宅等震災対
策事業

土木部 建築宅地課 43,822

23
工業用水道管路耐
震化事業

企業局 水道経営課 303,944

22
小学校スクール
ゾーン内ブロック塀
等除却助成事業

土木部 建築宅地課 7,397

25
広域水道管路耐震
化事業

企業局 水道経営課 1,505,627

24 水管橋耐震化事業 企業局 水道経営課 149,460

27
防災主任・安全担
当主幹教諭配置事
業

教育庁 教職員課 648,321

26
被災地訪問型研修
事業

教育庁 教職員課 1,313

29
地域連携型学校防
災体制等構築推進
事業

教育庁
保健体育安
全課

5,342

28
小規模防災機能強
化補助事業

教育庁 施設整備課 7,116

30
防災ジュニアリー
ダー養成事業

教育庁
保健体育安
全課

348
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算(見込)額

(千円)
事業概要及び実績

事業概要 老朽化した非常用発動発電設備の更新等

事業実績 仙台南警察署について非常用発動発電設備を更新したほ
か、浸水が想定される受変電設備、給水設備を嵩上げする
設計委託を行い、災害時においても円滑に警察活動を遂行
するための対策を図った。

事業概要 災害対応型交通安全施設の整備

事業実績 緊急輸送路上等に設置している交通信号機に、自動起動式
発動発電機９基を設置し、災害時の停電対策を行った。

31
警察署非常用発動
発電設備強化事業

警察本部 装備施設課 27,541

推進事業決算（見込）額合計 12,500,818

32
災害対応型交通安
全施設整備事業

警察本部 交通規制課 28,600
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